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用があること、③政治に対する批判や問題提起があること、④
約300人が集散予定であることなどを聴取した。4月14日、
金沢市長は、本件申請について、「本件規則5条12号に該
当するため」、「同条14号に該当し庁舎等の管理に支障がある
と認められるため」との理由を付して、不許可処分をした。X
は、平成30年 5月と令和元年5月にも庁舎等行為許可申請
を行い、いずれも不許可となった。しかし、令和元年11月、
令和2年 5月の集会においては、規模を150人とすること、
街宣車や拡声器は使用せず、「特定の政策、主義又は意見に
賛成し、又は反対する目的で個人又は団体で威力又は気勢を
他に示す等の行為」も行わない等と書面で回答したところ、Y
はそれらの申請をいずれも許可した。
Xらは、平成29年 4月の不許可処分は、職務上の義務

に反してなされた違憲・違法な行為であると主張して、Yに
対して国家賠償法1条1項に基づき損害賠償の支払いを求
める訴訟を提起した。第一審（金沢地判令 2・9・18民集 77-2-
320）、控訴審（名古屋高金沢支判令 3・9・8民集 77-2-377）と
もにXの請求を棄却した。Xらは、本件規定を本件広場に適
用することは憲法21条 1項に違反する等を理由として上告、
また、控訴審判決は「示威行為」の解釈等について誤りがあ
る等を理由として上告受理申立てを行った（当該上告受理申立
ては、本判決に先立つ令和 5年 1月 31日の最高裁決定により上
告として受理しない旨の決定がなされた（最決令 5・1・31令和 3
年（受）第 2005号））。

金沢市庁舎建物の北側には、当該建物に隣
接して、南北約60m・東西約50mの広場が
ある（以下「本件広場」という）。本件広場は、
壁や塀で囲われておらず、段差のないフラット

な広場である。本件広場を管理するY（被告－被控訴人－被上
告人、金沢市）は、Yの事務の用に供する建物やこれらの敷地
を「庁舎等」として定義し、その管理について定めた金沢市
庁舎等管理規則（以下「本件規則」という）を制定している。
金沢市は、本件広場も「庁舎等」に該当するとの前提により、
本件規則を運用している。本件規則は、庁舎等において、「し
てはならない」行為を5条1号～14号に列挙している。その
うち、1号～7号の行為については、所定様式の庁舎等行為
許可申請の提出がなされた場合、庁舎管理者は、一定の要件
を満たせば当該行為を許可することができる。本件広場におい
ても、庁舎等行為許可申請に基づき、ステージでの音楽演奏
やダンスなどを伴うイベントが開催されてきた。ただし、8号
～13号に規定された示威行為（12号、以下「本件規定」とい
う）や泥酔（13号）などの行為は許可の対象とはならず、常
に禁止される絶対的不許可事由となっている。
平成29年 3月31日、X（原告・控訴人・上告人、石川県

憲法を守る会）は、5月3日に、本件広場を使用して憲法施行
70周年集会（本件集会）を開催するため、金沢市長に対して
庁舎等での行為許可申請（本件申請）を行った。Yの担当者
は、本件集会の内容をXに確認し、①集会時間は30分程
度であること、②街宣車の近接、拡声器やプラカード等の使

事案

地方自治法（昭和22年法律第67号）
第238条の4　〔第1項〕行政財産は、次項から第4項までに定めるもの
を除くほか、これを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的
とし、若しくは信託し、又はこれに私権を設定することができない。
７　行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を
許可することができる。
第244条　普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてそ
の利用に供するための施設（これを公の施設という。）を設けるものと
する。
２　普通地方公共団体（次条第 3項に規定する指定管理者を含む。次項
において同じ。）は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用す
ることを拒んではならない。
３　普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不
当な差別的取扱いをしてはならない。
金沢市庁舎等管理規則（平成23年9月30日規則第55号）
第1条　この規則は、別に定めるもののほか、庁舎等の管理に関し必要
な事項を定めることにより、庁舎等の保全及び秩序の維持を図り、もっ
て公務の円滑な遂行に資することを目的とする。
第2条　この規則において「庁舎等」とは、本市の事務又は事業の用に
供する建物及びその附属施設並びにこれらの敷地（直接公共の用に供
するものを除く。）で、市長の管理に属するものをいう。
第5条　何人も、庁舎等において、次に掲げる行為をしてはならない。
⑴　物品の販売、寄附の募集、署名を求める行為その他これらに類する
行為
⑵　拡声器を使用する等けん騒な状態を作り出す行為
⑶　旗、のぼり、プラカード、立看板等を持ち込む行為
⑷　ちらし、ポスターその他の文書又は図面の掲示又は配布
⑸　テントその他の仮設工作物等の設置

⑹　立入りを禁止している区域に立ち入る行為
⑺　火薬類、発火性又は引火性の物、毒物及び劇物、銃砲及び刀剣類等
の危険物の持込み又はたき火等火災発生の原因となるおそれのある
行為
⑻　所定の場所以外の場所における喫煙及び爆発又は引火のおそれの
ある場所における火気の使用
⑼　清潔保持を妨げ、又は美観を損なう行為
⑽　職員に対する面会の強要又は押売
⑾　座込み、立ちふさがり、練り歩きその他通行を妨げ、又は妨げるお
それのある行為
⑿　特定の政策、主義又は意見に賛成し、又は反対する目的で個人又は
団体で威力又は気勢を他に示す等の示威行為
⒀　泥酔、粗野若しくは乱暴な言動等により、他人に迷惑を及ぼし、若
しくは著しい嫌悪の情を抱かせ、又は職員の職務を妨害する行為
⒁　前各号に掲げるもののほか、庁舎管理者が庁舎等の管理上支障が
あると認める行為

第6条　前条の規定にかかわらず、庁舎管理者は、同条第 1号から第 7
号までに掲げる行為について、本市の事務又は事業に密接に関連する
等特別な理由があり、かつ、庁舎等の管理上特に支障がないと認めると
きは、当該行為を許可することができる。
2　庁舎管理者は、前項の規定による許可の際、必要な条件を付けること
ができる。
3　庁舎管理者は、第 1項の規定による許可をするに当たっては、あら
かじめ当該許可の要件に該当すると認める行為を指定することができ
る。この場合において、当該行為の指定があったときは、当該行為につ
いて、同項の規定による許可があったものとみなす。
4　第 1項の規定による許可を受けようとする者は、あらかじめ庁舎等行
為許可申請書（別記様式）を庁舎管理者に提出しなければならない。

■参考条文（事件当時のもの）
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Navigator 　本件は、庁舎前の広場において集会に係る行為規制をすることの憲法適合性が問題となった事案で
ある。公共施設における集会の自由に関しては、市民会館での集会が問題となった泉佐野市民会館
事件［人権編 43 事件］と、中学校の目的外使用による集会が問題となった呉市教研集会事件［人権

編 44 事件］が重要なリーディングケースとなっている。もっとも、泉佐野市民会館事件は、地自法 244 条の「公の施
設」として設置された市民会館での集会の自由そのものが問題となった事案であったのに対し、本件広場は、「公の
施設」ではない庁舎の一部として扱われていたものであり、集会のために利用された実績はあるものの、あくまで集会
の開催は目的外利用という位置づけであった。さらに、本件は集会それ自体が禁止されたわけではなく「集会に係る
行為」の禁止が問題となった事案であった。また、呉市教研集会事件は、公共施設の目的外利用の事案ではあっ
たが、使用不許可が違法とされたことで解決したため憲法論にまで踏み込んだ判断はなかった。本件判決は、「（1）
集会の用に供するために設置されたものではないが、（2）事実上集会にも用いることのできる公共施設上での、（3）集
会に係る行為に対する規制」についての初めての憲法判断となる。本判決は、庁舎前広場は、一般公衆の共同使
用のための施設ではないと述べており、泉佐野市民会館事件も本件の射程外としたが、それでも本件規定が憲法上
の権利に対する制限となることを前提に憲法上の論証を進めたことには大きな意義がある。ただ、その判断枠組みは、
今日多数の判例で使用されているよど号ハイジャック記事抹消事件［人権編 22 事件］以来の利益衡量論であり、泉
佐野市民会館事件のような厳格な基準は採用されていない。本判決の論証の流れは、本件規定の解釈を示した後
で、まず、庁舎一般を前提に本件規定の憲法適合性を論じ、次いで、本件広場に本件規定を適用することの憲法
適合性を論じるというものになっている。本判決は、本件規定（5条 12 号）は、いかなる行為を禁止しているのか、そ
の目的は何なのかを正確に把握したうえで読み進める必要がある。また、泉佐野市民会館事件判決の判断枠組みが
なぜ適用されなかったかも考えることが重要である。

■判決の論理構造

本件規定（5条 12 号）
の解釈【9】

「特定の政策、主義又は意見に賛成し、又は反対する目的で個人又は団体で威力又は気勢を他に示す等の示威行為」

↓

14号の「庁舎管理者が庁舎等の管理上支障があると認める行為」を具体化したもの

↓

本件規定は、所定の目的による示威行為であって、これにより「管理上の支障」が生ずるものを掲げている

↓

本件規定の「管理上の支障」とは、被上告人の公務の用に供される庁舎等において威力または気勢を他に示すなどして特定の政
策等を訴える示威行為が行われることにより、被上告人について、外見上の政治的中立性が損なわれ公務の円滑な遂行が確保さ
れなくなるとの支障をいう

本件の憲法上の論点
【10】 本件広場における「集会に係る行為」に対し本件規定を「適用する」ことが集会の自由を侵害し、憲法 21条１項に違反するか

憲法判断の枠組み【11】 集会の自由に対する制限が「必要かつ合理的なもの」として是認されるかどうかは、「制限が必要とされる程度と、制限される自
由の内容及び性質、これに加えられる具体的制限の態様及び程度等を較量して決める」

本件の広場の性格【12】 建物の敷地を含む普通地方公共団体の庁舎は、あくまでも主に公務の用に供するための施設であって、その点において、主に一
般公衆の共同使用に供するための施設である道路や公園等の施設とは異なる

本件規定の憲法適合性
（庁舎等一般における示
威行為禁止の憲法適合
性）【13】【14】

本件規定の目的

庁舎等での特定の政策等を訴える示威行為→あたかも特定の立場の者を利しているかのような外観→行政
に対する住民の信頼が損なわれる→公務の円滑な遂行が確保されない

↓

目的は合理的であり正当である

代替的規制手段の
検討（LRA審査）

示威行為を前提とした何らかの条件の付加や被上告人による事後的な弁明等の手段により、上記支障が生
じないようにすることは性質上困難

代替的伝達経路の
検討（AAC審査）

他の場所、特に、集会等の用に供することが本来の目的に含まれている公の施設等を利用することまで妨
げられるものではない（集会の自由に対する制限の程度は限定的）

本件規定を本件広場に
おける集会に係る行為
に対し適用することの
憲法適合性【15】【16】

本件規定を本件広場における集会に係る行為に対し適用する場合において別異に解すべき理由も見当たらない

本件広場は本庁舎に係る建物の付近に位置してこれと一体的に管理ないし利用されている→示威行為が行われた場合、特定の立
場の者を利しているかのような外観が生ずることに変わりはない

種々の集会等が開催されているのは、維持管理に支障がない範囲で住民等の利用を禁止していないことの結果であって、本件広
場の性格それ自体が変容するものではない。
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主　　　　　文
本件上告を棄却する。
上告費用は上告人の負担とする。

理　　　　　由

　上告人兼上告代理人岩淵正明ほかの上告理由について
　第１ 事案の概要
　１　本件は、上告人石川県憲法を守る会（以下「上告人守る会」と
いう。）が、金沢市長の管理に属する金沢市庁舎前広場（以下「本件広
場」という。）において「憲法施行 70 周年集会」（以下「本件集会」とい
う。）を開催するため、金沢市庁舎等管理規則（平成 23 年金沢市規則
第 55 号。以下「本件規則」という。）６条１項所定の許可を申請したと
ころ、同市長から不許可処分を受けたことについて、上告人守る会及びその
関係者であるその余の上告人らが、被上告人に対し、国家賠償法１条１
項に基づく損害賠償を求める事案である❶。
　２　本件に関係する本件規則の定めは、次のとおりである。
　本件規則は、庁舎等の管理に関し必要な事項を定めることにより、庁舎
等の保全及び秩序の維持を図り、もって公務の円滑な遂行に資することをそ
の目的とする旨規定した上で（１条）、本件規則において「庁舎等」とは、
被上告人の事務又は事業の用に供する建物及びその附属施設並びにこれ
らの敷地（直接公共の用に供するものを除く。）で、金沢市長の管理に属
するものをいう旨規定する（２条）❷。
　本件規則５条は、何人も、庁舎等において、同条各号に掲げる行為を
してはならない旨規定しており、同条２号は、拡声器を使用する等けん騒
な状態を作り出す行為を、同条３号は、旗、のぼり、プラカード、立看板
等を持ち込む行為を、同条 12 号（以下「本件規定」という。）は、特定
の政策、主義又は意見に賛成し、又は反対する目的で個人又は団体で威
力又は気勢を他に示す等の示威行為を、同条 14 号は、同条１号から13
号までに掲げるもののほか、庁舎管理者が庁舎等の管理上支障があると認
める行為をそれぞれ掲げる。もっとも、本件規則６条１項は、庁舎管理者
は、本件規則５条１号から７号までに掲げる行為について、被上告人の
事務又は事業に密接に関連する等特別な理由があり、かつ、庁舎等の管
理上特に支障がないと認めるときは、当該行為を許可することができる旨規定
し、本件規則６条４項は、上記許可を受けようとする者は、あらかじめ所
定の様式による申請書を提出しなければならない旨規定する❸。
　３　原審の適法に確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。
　⑴　本件広場は、被上告人の本庁舎に係る建物の敷地の一部であり、
当該建物のすぐ北側に位置している。また、本件広場は、壁や塀で囲われ

【1】

【2】
【3】

【4】

【5】
【6】

❶ 【1】では、本件の当事者と訴訟物の説明がなされて
いる。

❷ 【3】では、本件規則の目的とその規定が及ぶ「庁舎
等」の概念の説明がなされている。本件規則が対象と
する「庁舎等」には、建物としての庁舎だけでなく、こ
れに附属する敷地も含まれているため、本件規則の規律
対象に本件広場が含まれうることになる。

❸ 【4】では、本件規則が規定する「庁舎等」における
禁止行為に関して説明がなされている。禁止行為は2種
類あり、1号から7号までは許可を条件に行為が可能と
なる一方、本件で問題となった示威行為も含む8号か
ら13号までの行為は、許可の対象ではなく常に禁止さ
れる。重要なことは、本件規則は、そもそも庁舎等にお
いて集会（占有的利用）がなされることを想定した構造に
なっておらず、集会の可否はもちろん集会の申請に関す
る規定も設けていないことである。6条1項の許可申請
は占有的利用の許可申請ではなく特定の行為の許可申
請である。

泉佐野市民会館事件 金沢市庁舎前広場事件（本件） 呉市教研集会事件

集会の場所 公民館 庁舎に隣接する敷地（広場） 公立学校施設

地自法 244条との関係 「公の施設」 「公の施設」ではない 「公の施設」

施設の性格 集会の用に供する施設（公園や道路等と
同様一般公衆の共同使用のための施設）

公務の用に供する施設（一般公衆の共同
使用のための施設とは異なる）

学校教育目的の施設（一般公衆の共同使
用のための施設とは異なる）

集会としての利用 本来的使用 目的外使用 目的外使用

適用条文 地自法 244条 地自法 238条の 4 地自法 238条の 4

規制対象 集会のための使用の不許可 集会に係る行為（示威行為）の規制 集会のための使用の不許可

憲法判断の有無 憲法判断あり 憲法判断あり 憲法判断なし

判断枠組み

明らかな差し迫った危険の発生が具体的
に予見されることが必要

制限が必要とされる程度と、制限される
自由の内容および性質、これに加えられ
る具体的制限の態様および程度等を較量
して決める

管理者の判断が、重要な事実の基礎を欠
くか、または社会通念に照らし著しく妥
当性を欠くものと認められる場合に限っ
て、裁量権の逸脱または濫用として違法

ただし、本件と呉市教研集会事件では、上告に対する判断である前者では不許可処分の前提となった規則とその適用の憲法適合性が問題となったのに対し、
上告受理申立てに対する判断である後者では不許可処分の裁量逸脱濫用（合法性）が問題となっており、判断の次元が異なる（判解①120-121 頁参照）。
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【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【12】

【13】

【14】

❹ 【6】では、本件広場の位置や周辺状況が記されてい
る。
❺ 【7】では、本件広場の利用状況が記されている。こ
こで重要なのは、上告人守る会の集会は本件では不許
可となったものの、示威行為を行わないよう集会の「態
様」を変えたことで護憲集会を開催できていたということ
である。その点に鑑みれば、本件規則や本件不許可処
分は、集会の「態様」に対する規制にすぎず、集会そ
のものに対する規制とはいえないことになる。
❻ 【9】では、本件規定（5条12号）の解釈が示されて
いる。Yは、本件規定と14号とでは異なる禁止行為を
定めたものと解して不許可処分をしていたようであるが、
本判決は、本件規定を14号の行為を具体化したものと
捉えたうえで、本件規定が禁止対象とする行為を「所定
の目的による示威行為であって、これにより管理上の支
障が生ずるもの」と解釈している。さらに、ここでの「管
理上の支障」については、「外見上の政治的中立性が損
なわれ公務の円滑な遂行が確保されなくなる」ことであ
るとしている。これらの解釈により、本判決は本件規定
の適用範囲を文言よりも絞り込もうとする試みがなされ
ている。
❼ 【10】では、【11】から【18】の論証の対象となる憲法上
の論点が提示されている。ここでは、「広場における集
会に係る行為」に対する本件規定の「適用」が、集会
の自由に対する侵害として違憲となるか否かが最終的
な憲法上の論点として位置づけられている。本判決が憲
法適合性の検討対象としたのは、許可処分ではなく本
件規則とその適用であったこと、また、本件規則も、「集
会」そのものに対する規制ではなく、「集会に係る行為」
の規制として捉えられていたことが重要である（本判決も
前提とした第一審判決によれば、本件規定により制限される集会
は、すべての集会ではなく、威力または気勢を他に示す程度に達
する場合の示威行為に該当する集会に限られる）。なお、本件
規定の変遷については文献②も参照のこと。
❽ 【11】では、本件事案に適用される判断枠組みが提
示されている。本判決は引用にある通り集会の自由が同
じく問題となった成田新法事件とほぼ同じ定式を用いて
いる。ここで示された利益衡量論の定式は、成田新法
事件［人権編59事件］も含め、よど号ハイジャック記事
抹消事件［人権編22事件］、堀越事件［人権編23事件］、
大阪市ヘイトスピーチ条例事件（判例①）で示されたも
のであり、表現の自由事案の基底的判断枠組みとしてほ
ぼ定着したといえよう。
❾ 【12】から【16】では、【11】で示された判断枠組みに基
づく検討がなされている。そのうち、【12】から【14】では、
本件規定自体の合憲性、【15】と【16】では、本件規定の本
件広場への適用の合憲性が検討されている。まず、【12】
では、本件規則が市長の庁舎管理権に基づき制定され
たものであることが確認されている。庁舎管理権は、法
律の根拠に基づくものではなく、所有権等の物権的支
配権を根拠としたものである（塩野・行政法 III［5版］387
頁）。次いで、普通地方公共団体の庁舎の性格が論じら
れている。本判決は、住民等による利用可能性も踏ま
えて、庁舎は維持管理されるべきであるとしつつも、主
に公務の用に供するための施設であるという点で、庁舎
は、一般公衆の共同使用に供するための施設である道
路や公園等の施設とは異なるとしている。もっとも、本
判決は、そのような庁舎上での示威行為の禁止を集会
の自由に対する制限と捉えていることは一つの画期であ
る。しかも、【12】から【14】は、庁舎一般を論証の対象と
しており、本件広場のみを対象としたものではない。素
直に読めば、本判決は、本件広場の特殊性ゆえに制限
を認めたのではなく、住民が利用する場所での庁舎管理
権の行使は、集会の自由に対する制限に該当しうると想
定したことになる。判解①117-118頁は、本判決も引用
する皇居外苑使用不許可事件［人権編40事件］が、管
理権行使が憲法問題となりうることをすでに示しており、
本判決もそれを前提としたと述べる。

ていない南北約 60ｍ、東西約 50ｍの平らな広場であり、その北側及び東
側は道路に接している❹。
　本件広場においては、本件規則６条１項所定の許可がされた上で、国
際交流団体の活動紹介を内容とする行事や音楽祭のほか、原水爆禁止を
訴える趣旨の集会が開催されたことがある。上告人守る会自身も、令和元年
11月及び同２年５月には、本件規定に該当する行為をしないことを前提と
して同項所定の許可を受けた上で、本件広場において、本件集会とは異な
る規模、態様により、いわゆる護憲集会を開催している❺。
⑵　上告人守る会は、平成 29 年３月31日、憲法（特に９条）を守る
などの目的で本件広場において本件集会を開催するために、本件規則６条
１項所定の許可を申請したところ、金沢市長は、同年４月14日、本件規
定に該当し庁舎等の管理上の支障があるなどとして不許可処分をした。
　第２ 上告理由第３の２及び３について
　１　本件規則５条 14 号は、庁舎等（本件規則にいう庁舎等をいう。以
下同じ。）における禁止行為について、概括的に「庁舎等の管理上支障が
あると認める行為」と規定しているところ、本件規定は、その内容を具体的に
定める趣旨の規定であると解される。そうすると、本件規定は、所定の目的に
よる示威行為であって、これにより管理上の支障が生ずるものを掲げているも
のと解するのが相当である。そして、本件規定が「特定の政策、主義又は
意見に賛成し、又は反対する目的」による示威行為を禁止していることに照
らすと、上記管理上の支障とは、被上告人の公務の用に供される庁舎等に
おいて威力又は気勢を他に示すなどして特定の政策、主義又は意見（以下
「政策等」という。）を訴える示威行為が行われることにより、被上告人につ
いて、外見上の政治的中立性が損なわれ公務の円滑な遂行（本件規則
１条参照）が確保されなくなるとの支障をいうものと解すべきである❻。
　2⑴　所論は、本件広場における集会に係る行為に対し本件規定を適
用することが集会の自由を侵害し、憲法 21 条１項に違反する旨をいうものと
解される❼。
　⑵ア　憲法 21 条１項の保障する集会の自由は、民主主義社会におけ
る重要な基本的人権の一つとして特に尊重されなければならないものである
が、公共の福祉による必要かつ合理的な制限を受けることがあるのはいうまで
もない。そして、このような自由に対する制限が必要かつ合理的なものとして是
認されるかどうかは、制限が必要とされる程度と、制限される自由の内容及
び性質、これに加えられる具体的制限の態様及び程度等を較量して決める
のが相当である（最高裁昭和 61 年（行ツ）第 11 号平成４年７月１日
大法廷判決・民集 46 巻５号 437 頁等参照）❽。
　イ　本件規定を含む本件規則は、金沢市長の庁舎管理権に基づき制
定されているものであるところ、普通地方公共団体の庁舎（その建物の敷地
を含む。以下同じ。）は、公務の用に供される過程において、住民等により
利用される場面も想定され、そのことを踏まえた上で維持管理がされるべきもの
である。もっとも、普通地方公共団体の庁舎は、飽くまでも主に公務の用に
供するための施設であって、その点において、主に一般公衆の共同使用に
供するための施設である道路や公園等の施設とは異なる❾。
　このような普通地方公共団体の庁舎の性格を踏まえ、上記アの観点から
較量するに、公務の中核を担う庁舎等において、政治的な対立がみられる
論点について集会等が開催され、威力又は気勢を他に示すなどして特定の
政策等を訴える示威行為が行われると、金沢市長が庁舎等をそうした示威
行為のための利用に供したという外形的な状況を通じて、あたかも被上告人
が特定の立場の者を利しているかのような外観が生じ、これにより外見上の
政治的中立性に疑義が生じて行政に対する住民の信頼が損なわれ、ひい
ては公務の円滑な遂行が確保されなくなるという支障が生じ得る。本件規定
は、上記支障を生じさせないことを目的とするものであって、その目的は合理
的であり正当である❿。
　また、上記支障は庁舎等において上記のような示威行為が行われるという
状況それ自体により生じ得る以上、当該示威行為を前提とした何らかの条件
の付加や被上告人による事後的な弁明等の手段により、上記支障が生じな
いようにすることは性質上困難である。他方で、本件規定により禁止されるの
は、飽くまでも公務の用に供される庁舎等において所定の示威行為を行うこ
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【15】

【16】

【17】

【18】

【19】

【20】

【21】

【22】

❿ 【13】では、本件規定の目的の正当性が確認されて
いる。本判決は、①「特定の政策等を訴える示威行為」
→②「庁舎等を示威行為のために供したという外形的な
状況」→③「特定の立場の者を利しているかのような外
観」→④「外見上の政治的中立性への疑義」→⑤「行
政に対する住民の信頼の毀損」→⑥「公務の円滑な遂
行が確保されないという支障」という因果関係を肯定し
たうえで、⑥の支障を防止するという目的は合理的であ
り、正当であるとする。本判決の論理は、猿払事件［人
権編21事件］や堀越事件［人権編23事件］で問題となっ
た公務員の政治活動規制と類似する（判解①118頁）。た
だ、宇賀反対意見が【53】で指摘するように、この支障
は抽象的すぎるものであり、協賛・後援を安易に誤解
し、抗議等により行政の業務に支障をきたすような市民
を一般的市民として位置づけることを前提とした【13】の
論証は、説得力に乏しい。すべての者に示威行為を認め
た場合、それは「特定の者」を利するのではなく、「全
ての者」を利することになるからである。市民はそのこ
とを認識したうえで行動することが民主主義国家に生き
る市民として本来的に望まれている。
⓫ 【14】では、【11】で示された判断枠組みに従い、本件
規定において、①制限が必要とされる程度、②制限され
る自由の内容および性質、③具体的制限の態様および
程度が順次検討されている。本判決は、①については、
ほかの選びうる手段（LRA）では対応が困難であること、
②については、規制の対象は、本件広場での示威行為
にとどまること、③については、他の代替的経路の存在
を挙げたうえで自由に対する制限の程度は限定的であ
るなどいずれも合憲性を肯定する方向に評価している。
⓬ 【15】と【16】では、本件広場への本件規定の適用の
憲法適合性の検討がなされている。論理的には、本件
規定は、庁舎建物やその内部の敷地に対する規制とし
ては一般的に合理性を有するとしても、庁舎前の広場に
対して適用するものとしては必要性・合理性を欠くと評
価することも可能である。しかし、本判決は、【15】におい
て、本件広場に対して「適用」される場合でも、本件規
定は、必要かつ合理的なものにとどまるとの結論を示し
ている。
⓭ 【16】では、【15】で示された合憲判断の理由を詳述し
ている。本判決は、本庁舎建物と本件広場の近接性と
一体管理性を根拠として、本件広場を「庁舎等の一部」
と性格づけたうえで、【13】で示されたものと同様の支障が
本件広場においても生じうるとしている。また、種 の々集
会の開催という事実状態によっても「庁舎等の一部」と
しての性格は変わらないとしている。もっとも、規制目的
は、あくまで住民の心理的要素（中立性への疑義の認識）
に着目したものであるところ、集会等が現に開催されて
きたという実情は、本件広場に対する住民の認識にも影
響を与えうる（示威行為を認めたのは特別な便宜ではなく広く
一般に集会を認めていることの結果であるとの理解可能性）よう
に思われる。なお、ここでの適用に関する審査は、適用
違憲の審査のように見えるが、当事者の特殊事情等の
司法事実を踏まえた本件事案それ自体への適用ではな
く、抽象的に本件広場の集会に係る行為への適用の憲
法適合性が検討されたものであり、講学上の適用違憲
審査とは異なる側面がある（たとえば、適用違憲の審査と考
えられる西宮市営住宅事件［人権編49事件］の【16】の論証
と比較せよ）。論理的には、さらに本件護憲集会に本件規
定を適用することの憲法適合性を検討することも可能で
ある。もっとも、判解①121頁は、学校を利用する必
要性があった教研集会と比較して、本件護憲集会の場
合、庁舎前広場を利用しなければならない必然性に乏し
いとしており、本件事案への適用も合憲というのが本判
決の立場ではあろう。
⓮ 【18】では、本件には、泉佐野市民会館事件判決［人
権編43事件］の審査基準が適用されないことが確認され
ている。本判決は、事案を異にすると述べるのみで、そ
の理由は定かではない。おそらく、【12】で言及されるよう

とに限定されているのであって、他の場所、特に、集会等の用に供すること
が本来の目的に含まれている公の施設（地方自治法 244 条１項、２項参
照）等を利用することまで妨げられるものではないから、本件規定による集会
の自由に対する制限の程度は限定的であるといえる⓫。
　ウ　そして、本件規定を本件広場における集会に係る行為に対し適用す
る場合において上記イと別異に解すべき理由も見当たらないから、上記場合
における集会の自由の制限は、必要かつ合理的な限度にとどまるものというべ
きである⓬。
　所論は、本件広場が集会等のための利用に適しており、現に本件広場
において種々の集会等が開催されているなどの実情が存するなどというが、前
記第１の３（１）のとおり、本件広場は被上告人の本庁舎に係る建物の付
近に位置してこれと一体的に管理ないし利用されている以上、本件広場にお
いて、政治的な対立がみられる論点について集会等が開催され、威力又は
気勢を他に示すなどして特定の政策等を訴える示威行為が行われた場合に
も、金沢市長が庁舎等の一部である本件広場をそうした示威行為のための
利用に供したという外形的な状況を通じて、あたかも被上告人が特定の立場
の者を利しているかのような外観が生ずることに変わりはない。また、上記実情
は、金沢市長が庁舎管理権の行使として、庁舎等の維持管理に支障がな
い範囲で住民等の利用を禁止していないということの結果であって、これにより
庁舎等の一部としての本件広場の性格それ自体が変容するものではない⓭。
　⑶　したがって、本件広場における集会に係る行為に対し本件規定を適
用することが憲法 21 条１項に違反するものということはできない。
　以上は、当裁判所大法廷判決（最高裁昭和 27 年（オ）第 1150 号同
28 年 12月23日大法廷判決・民集７巻 13 号 1561 頁、前掲最高裁平
成４年７月１日大法廷判決）の趣旨に徴して明らかというべきである。所
論の引用する最高裁平成元年（オ）第 762 号同７年３月７日第三小法
廷判決・民集 49 巻３号 687 頁は、事案を異にし、本件に適切でない⓮。
　３　そして、これまでに説示したところによれば、本件規定は、不明確なも
のとも、過度に広汎な規制であるともいえない。
　４　以上の次第で、論旨は採用することができない。
　第３ その余の上告理由について
　論旨は、違憲をいうが、その実質は事実誤認又は単なる法令違反をいうも
のであって、民訴法 312 条１項及び２項に規定する事由のいずれにも該
当しない。
　よって、裁判官宇賀克也の反対意見があるほか、裁判官全員一致の意
見で、主文のとおり判決する。
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⓯　宇賀反対意見は、①本件規則の適用排除の論証（【24】～【40】）、②地自法
244 条 2 項の「正当な理由」の有無（【41】～【51】）、③憲法論に基づく本件の検討
（【52】～【55】）の三つのパートから成り立っている。
⓰　【24】から【40】において、宇賀裁判官は、そもそも本件広場には、示威行為等を
禁止する本件規則は適用されないと論じている。宇賀裁判官は、旧広場に関しては広
場管理要綱が定められており、本件規則が制定されて以降も、同要綱は廃止されず
存続していた点を指摘する（【27】）。そして、そのように同要綱が定められた前提には、
旧広場は、本件規則の対象である「庁舎等」には該当しないとの理解があったものと

宇賀裁判官は捉えている（【27】）。本件広場が完成して以降は、本件広場に関する
管理要綱等は制定されていないものの、宇賀裁判官は、本件広場が、旧広場と同様
に、庁舎等に該当しない状況は変わっていないとする（【28】～【31】）。そうすると、本件
広場に関する管理規則は存在しないことになるが、宇賀裁判官は、本件広場は、地
自法 244 条の「公の施設」か、それに準じる施設として扱うべきであり、本来的には、
同条に即して設置・管理に関しては条例が制定されるべきであったとする（【33】）。ただ
し、判解①116 頁は、宇賀反対意見のように広場管理要綱が「公の施設」と同様
の性格づけを前提としていたか疑問があるとしている。

　裁判官宇賀克也の反対意見は、次のとおりである。
　私は、多数意見の第２と意見を異にするので、私見を述べること
としたい⓯。
１　上告人らの上告理由第３の２及び３について
（１）本件広場が公共用物であることについて
　多数意見は、本件広場が本件規則において庁舎等の一部に位
置付けられているとの理解を前提として、本件を庁舎等の管理の問
題として論じているが、私は、本件広場は公共用物であり、地方自
治法 244 条２項にいう公の施設ないしこれに準ずる施設に当たるも
のと考える。その理由は次のとおりである⓰。
　ア（ア）　被上告人においては、昭和 45 年６月19日に「金沢
市庁舎管理要綱」（以下「庁舎管理要綱」という。）が制定され、
これによって金沢市長の管理する庁舎等の管理の大綱が定められ
たが、旧広場（平成 29 年３月21日に本件広場が供用開始され
るのに先立って行われた改修工事の前の広場を指す。以下同じ。）
が昭和 58 年７月１日に完成したため、庁舎管理要綱とは別に、旧
広場の管理について、「金沢市庁舎前広場管理要綱」（以下「広
場管理要綱」という。）が定められ、これに伴い、旧広場の管理に
ついては庁舎管理要綱の適用除外とする旨の規定が庁舎管理要
綱に追加された。その結果、旧広場については、広場管理要綱に
従い管理されることになった。
　そして、広場管理要綱では、「庁舎前広場は、本市の事務又は
事業の執行に支障のない範囲内で、原則として、午前８時から午
後９時までの間、市民の利用に供させるものとする。」（３条）と定
められた。このことは、旧広場を被上告人の事務又は事業の執行に
支障のない範囲で市民の自由使用に供される広場として位置付ける
趣旨であると解される。すなわち、旧広場は、被上告人の本庁舎に
係る建物等（公用物）と区別された公共用物として一般の利用に
供されたと考えられる。なお、広場管理要綱３条にいう「本市の事
務又は事業の執行に支障」とは、旧広場を破壊ないし毀損したり、
騒音・振動等により被上告人の事務又は事業の遂行に支障を与え
たり、長時間にわたる独占的使用により旧広場を基本的に一般市民
の自由使用に供するという目的に大きな支障が生じたり、集会参加者
が多く隣接する道路に参加者が溢れ出て交通に支障を及ぼしたりす
るような場合を意味すると解するべきであろう。
　（イ）　その後、平成 23 年９月30日に本件規則が制定され、そ
れに伴い庁舎管理要綱が廃止されたとうかがわれるが、本件規則
には、旧広場を適用除外とする旨が明記されなかった。この点に関
し、本件規則が従前の方針を変更し、旧広場にも、被上告人の本

【23】

【24】

【25】

【26】

【27】

庁舎に係る建物等と同様に本件規則を適用する趣旨であったので
あれば、本件規則制定時に庁舎管理要綱を廃止するのと併せて、
広場管理要綱も廃止したと考えられる。しかし、広場管理要綱はそ
のまま存続したのであり、このことからすれば、旧広場は、被上告人
の本庁舎に係る建物の敷地ではあるものの、直接公共の用に供する
ものに当たることとなって、本件規則による管理の対象である「庁舎
等」から除かれることとなり（本件規則２条）、旧広場には、引き続
き広場管理要綱が適用されていたと解すべきであろう。
　（ウ）　さらに、その後、旧広場の改修工事が平成 27 年度から開
始され、改修工事の後の本件広場が同 29 年３月21日に供用開
始され、同日に本件規則５条１２号と６条１項が改正された。しか
し、この改正は、従前の運用を明確にする趣旨のものであって、実
質的な改正ではないものと解される。そして、本件規則２条は改正さ
れていないので、上記改正後においても、同条の「庁舎等」には、
「直接公共の用に供するもの」は含まれないと解すべきである。
　しかるところ、本件広場は、従前以上に、市民の憩いの場として
利用されることを目的として整備されたものであるとうかがわれる。実際
に、本件広場においては、集会等のための許可使用も行われている
のであり（多数意見第１の３（１）も参照）、このことは、本件規則
が適用された場合に「旗、のぼり、プラカード、立看板等を持ち込
む行為」が原則として禁止されること（本件規則５条３号）とは適
合しない。
　また、本件広場が、市庁舎「内」の広場ではなく、市庁舎「前」
の広場であり、庁舎に隣接しているとはいえ、壁や塀で囲われている
わけではなく、南北約 60ｍ、東西約 50ｍの平らな空間であり、「広
場」という名称であることからもうかがえるように、本件広場は、原判
決がいうように来庁者及び職員の往来に供されることも予定された施
設であるとはいえ、そのことを主たる目的とする施設であるとは考えられな
い。
　こうしたことからすれば、本件広場が、公共用物としての性格を失っ
たなどとは到底いえない。
　（エ）　したがって、本件広場は、本件規則２条の「庁舎等」
に含まれず、公の施設として地方自治法 244 条の規定の適用を受
けるか、又は公の施設に準ずる施設として、同条の類推適用を受け
ると解すべきと考えられる。
　なお、上記の判断を前提とすると、本来、被上告人は、本件広
場の設置及び管理に関する条例を制定すべきであったということにな
るが（地方自治法 244 条の２第１項）、本件広場については、そ
のような条例は制定されていない。しかし、公の施設であるか否かは、

【28】

【29】

【30】

【31】

【32】

【33】

に本件広場が一般公衆の共同使用のための施設ではな
いことに加え、本件が集会そのものではなく集会の「態
様」に対する規制にすぎないことが、上記判決の審査基
準が適用されない理由になったものといえよう。なお、判
解①118頁は、泉佐野市民会館事件判決の【26】が「公
共施設としての使命を十分達成せしめる」ための利用拒
否と「他の基本的人権」に対する侵害の危険を回避す
るための利用拒否とを区別していたことを前提に、同判
決の厳格な基準は後者の基準であるのに対し本件は前
者であるから基準が異なった旨示唆する。



7Appendix 2　金沢市庁舎前広場事件

⓱　【41】から【51】においては、本件不許可処分について地自法 244 条 2 項の「正当
な理由」の存否が検討されている。宇賀裁判官は、本件規則が本件広場には適用
されず、広場管理要綱も廃止されたことから、同広場の使用許可申請についての審査
基準がないとし、代わりに、地自法 244 条 2 項の「正当な理由」の有無を個別的に
判断するしかないとしている（【42】）。宇賀裁判官は、「正当な理由」の解釈としては、
泉佐野市民会館事件判決［人権編 43 事件］の基準が適用されるべきであるとする

（【43】）。そして宇賀裁判官は、本件集会による支障は、具体的なものではなく抽象的
なおそれにとどまるとし、不許可処分には、「正当な理由」がないとする（【45】【46】）。ま
た、宇賀裁判官は、市の政策に批判的な市民がいることは民主主義国家であることか
ら当然であり、むしろそのような活動を市が認めたことに対し常軌を逸した抗議をする市
民がいれば、そのような市民の方に民事や刑事等の手段により対応すべきであるとする。

設置者の主観的意思のみで定まるものではなく、当該施設の構造や
その実際の利用状況も踏まえて判断されるべきであるから、上記のよう
な条例が制定されていないことにより判断が左右されるべきものではな
い。
　イ　これに対し、原判決は、公用物と公共用物の二分法をとり、
本件広場は、公用物である庁舎等の一部であるから、公共用物で
ある公の施設に当たらない旨判示している。
　しかし、ここでは、仮に本件広場が広い意味での庁舎に含まれると
しても、本件広場を公共用物と解することが可能であり、上記アの検
討は左右されないことを指摘しておきたい。
　そもそも、公用物と公共用物の区別は、常に截然とできるわけでは
ない。一口に庁舎といっても、宮内庁の庁舎のように国民が訪れるこ
とがほとんどないものから、住民票の写しや戸籍の謄抄本などを発行
する市区町村の出張所のように広く住民が利用するものまで様々であ
る。また、公立学校は公共用物に分類されることが多いが、学校施
設は、当該学校の生徒に対する教育のためのものであり、当該学校
の教職員又は生徒以外の者が自由に利用できるわけではないので、
道路や公園のように何人でも自由に利用できる公共用物とは性格を
大きく異にする。このように、公用物や公共用物の性格にはグラデー
ションがあり、単純な二分法を解釈論上の道具概念として用いること
には疑問がある。
　さらに、公用物の場所や時間を限定して公共用物として利用する
ことは広く行われるようになっている。例えば、庁舎に係る建物の最上
階を展望室にして、一般に開放している例があるが、この場合の最
上階は、公用物というより公共用物であろう。また、利用者の範囲
が限定された公共用物を場所と時間を限定して一般に開放する取
組も進められてきた。公立学校の施設についても、校庭を休日に限定
して一般に開放することは珍しくなくなっているが、このような場合の休
日における校庭は、公園と同じ機能を果たしているといってよい。この
例のように、公用物や利用者の限定された公共用物であっても、空
間的・時間的分割により、広く一般が利用可能な公共用物になるこ
とがあるのである。
　本件広場を含めた（広義の）庁舎についても、本件広場に空間
を限定し、かつ、休日等、騒音等により市の公務に支障を与えない
範囲で公共用物としての利用が行われてきたとみることもできる。
　以上のとおりであるから、公用物は公用物としてしか利用し得ない
という論理は、行政の実態とも適合しておらず、本件広場の利用の
実態等を十分に吟味せずに、本件広場への本件規則の適用を前
提とすることには賛同し難い。
　（2）上記上告理由についての判断の結論
　以上によれば、本件広場については、本件規則が適用される余
地はないから、上記上告理由に係る論旨はその前提を欠くものであ
り、民訴法 312 条１項及び２項に規定する事由のいずれにも該当
しない。
２　職権による検討
　以上を前提とした上で、本件の事案に鑑み、更に進んで、職権
により原判決を破棄すべき事由の有無につき検討する⓱。
　本件広場は、公の施設としての性格を有しており、集会のための
使用は、その目的に沿った使用であるから、本件では、最高裁平成
元年（オ）第 762 号同７年３月７日第三小法廷判決・民集 49
巻３号 687 頁（以下「泉佐野市民会館事件最高裁判決」とい
う。）の基準に従って、地方自治法 244 条２項の「正当な理由」
の存否が判断されるべきであったと考えられる。そこで、上告人守る
会による本件規則６条１項所定の許可の申請に対して金沢市長

【34】

【35】

【36】

【37】

【38】

【39】

【40】

【41】

【42】

が平成 29 年４月14日にした不許可処分（以下、本反対意見に
おいては「本件不許可処分」という。）に関し、上記基準に照らし
て「正当な理由」があるという余地があるか否かについて検討する。
なお、広場管理要綱が廃止された後は、本件広場の使用許可申
請についての審査基準がない状態になっていると考えられるため、地
方自治法 244 条２項の「正当な理由」の有無については個別事
案ごとに判断するほかない。
　泉佐野市民会館事件最高裁判決の判示を前提とすれば、公の
施設における集会の不許可につき「正当な理由」が認められるため
には、人の生命、身体又は財産が侵害され、公共の安全が損な
われる危険を回避し、防止することの必要性が集会の自由を保障す
ることの重要性に優越している場合でなければならず、かつ、その危
険性の程度としては、単に危険な事態を生ずる蓋然性があるというだ
けでは足りず、明らかに差し迫った危険の発生が具体的に予見され
ることが必要であると解すべきである。
　上記申請は、平成 29 年５月３日12 時から14 時まで（集会は
13 時から13 時半までの 30 分程度）、憲法施行 70 周年集会を約
300 人で行うことに係る許可を求めるものであった。約 300 人という人
数が本件広場の収容能力を超えるとか、本件広場に物理的支障を
与えるようなものとはいえず、人数面で不許可とする理由はないと考えら
れる。実際、被上告人からも、本件集会による物理的支障は全く主
張されていない。また、本件集会が予定されていたのは祝日であるか
ら、被上告人の執務に影響を与えることはない。
　また、過去において、本件広場で特定の政策を主張する集会が
許可されたことによって、被上告人に苦情・抗議が寄せられた実例
があるという主張が被上告人からなされたわけではなく、本件集会を
許可することに対する被上告人への苦情・抗議のおそれは、過去の
実例に基づく具体的なものではない。
　結局、本件広場を本件集会のために使用することを不許可にした
理由は、もし本件集会を許可した場合、被上告人が本件集会の内
容を支持している、あるいは本件集会を行う者を利しているなどと考え
る市民が、被上告人の中立性に疑問を持ち、被上告人に対して抗
議をしたり、被上告人に非協力的な態度をとったりして、被上告人の
事務又は事業に支障が生ずる抽象的なおそれがあるということに尽き
る。しかし、次のとおり、そのような理由は、「正当な理由」には当た
り得ないと考えられるから、本件不許可処分は違法であり、これと異な
る原審の判断には地方自治法244条の解釈適用を誤った違法があ
り、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があるといわざる
を得ないから、原判決は破棄を免れない。
　（1）　一般職の公務員による法の執行に政治的中立性が要請
されることは当然であるが、首長や議員は、特定の政策の実現を公
約して選挙運動を行い当選しているのであり、市長や市議会議員が
立案して実行する政策が政治的に中立であることはあり得ない。そし
て、市民の中には、様 な々意見を持つ者がおり、被上告人の政策
に不信感を持つ者も当然存在するはずであり、被上告人に対して抗
議をしたり、被上告人に協力したくないと考えたりする者もいるかもしれ
ないが、そのように被上告人の政策に批判的な市民が存在し、実際
に被上告人の政策を批判すること自体は、民主主義国家として健全
な現象といえ、それを否定的にとらえるべきではない。もとより、仮に、そ
のような市民の中に、常軌を逸した抗議を行ったり、被上告人の事
務又は事業を妨害したりする者がいれば、民事訴訟を提起したり、
不退去罪、威力業務妨害罪、公務執行妨害罪等に該当するとして
公訴の提起を求めたりするなどの対応をとらざるを得ないことになるが、
そのような極端な場合が抽象的にあり得ることを理由として、本件広

【43】

【44】

【45】

【46】

【47】
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場の使用を許可せず、集会の自由を制限することは、角を矯めて牛
を殺すものといわざるを得ない。
　被上告人が協賛したり後援したりする行事についても、被上告人
の中立性に疑念を持ち、被上告人に対して苦情を申し立てたり、抗
議したりする者がいる可能性は否めないところ、そのような可能性があ
る行為を被上告人は行うべきではないというのであれば、被上告人
は行事の協賛・後援を一切行うべきではなく、また、集会の許可は
一切すべきでないということになりかねないが、そのような結論が妥当で
ないことは当然であろう。このことは、不特定の者が被上告人の中立
性に疑念を抱く可能性があるというような抽象的な理由による不許可
処分が正当な理由を欠くといわざるを得ないことを示している。
　（3）　市民会館のように公の施設であることが明らかな施設の使
用を許可された上で行われる集会の場合であっても、被上告人が当
該集会で発せられるメッセージを支援していると誤解して苦情を申し
立てたり抗議をしたりする者が生ずる可能性は抽象的には存在する
のであり、むしろ、壁も塀もなく屋外の道路とつながった本件広場より
も、被上告人の施設であることが明白な市民会館内の集会の方が、
被上告人が支援しているという誤解が生じやすいといえなくもない。
　しかし、公の施設であることが明白な市民会館における使用許可
については、このような理由による不許可処分が地方自治法 244 条
２項に違反し許されないことは、泉佐野市民会館事件最高裁判決
や最高裁平成５年（オ）第 1285 号同８年３月15日第二小法
廷判決・民集 50 巻３号 549 頁（上尾市福祉会館事件判決）の
趣旨に照らして明らかであろう。
　このことは、なぜ市民会館では到底認められないような不許可理由
が、住民の自由使用に供され、集会のための許可も相当数認めら
れてきた本件広場における集会に係る不許可理由たり得るのかという
疑問を深めることになる。
３　予備的な見解
　本件についての私見は以上のとおりであるが、念のために本件広
場に本件規則が適用されるとの多数意見の理解を前提とした予備
的な検討も加えておくと、上記理解を前提としても、いわゆるパブリッ
ク・フォーラム論に基づいた次の理由により、本件広場における集会
に係る行為に対し本件規定を適用することは憲法 21 条１項に違反
しており（多数意見の第２とは異なる結論となる。）、したがって本件
規定を本件広場における集会に係る不許可理由として援用すること
はできないこととなる。そうすると、原審の判断には憲法の解釈適用を
誤った違法があり、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反

【48】

【49】

【50】

【51】

【52】

があるといわざるを得ないから、原判決は破棄を免れない⓲。
　本件広場は、前述したような形状、位置及び利用の実態に鑑み
れば、パブリック・フォーラムとしての実質を有するといえる。パブリッ
ク・フォーラムにおける集会でなされるおそれのある発言内容を理由に
不許可にすることは言論の自由の事前抑制になるので、ヘイトスピー
チを目的としたり、特定の個人に対する名誉毀損や侮辱という犯罪
が行われたりする明白なおそれがある場合でなければ、原則として認
められるべきではない。このように、集会の内容による規制を行う場合
には、やむにやまれぬ利益が認められ、当該利益を達成するための
手段が目的達成のために合理的に限定されていることが被上告人に
より立証されなければならない。しかるところ、本件規定が念頭に置
いていると考えられるような抽象的な支障（多数意見第２の１参照）
による不許可を認めれば、その時々の市長の政治信条次第で「見
解による差別」を認めることになりかねないのであって、本件規定に該
当することが立証されたとしても、やむにやまれぬ利益が被上告人によ
り立証されているとはいい得ないと考えられる。現に、本件広場にお
ける集会のための許可申請に対する判断の状況（多数意見の第１
の３参照）からは、特定の政策等を訴える集会に対する許否の運
用が一貫していないことがうかがわれるものといわざるを得ず、このこと
からは、上述したような「見解による差別」が生ずることが危惧され
るところである。
　そもそも、集会の自由は、情報を受ける市民の自律的判断への信
頼を基礎として、様 な々意見が自由に流通することにより、思想の自
由市場が形成されることを期待するものである。市民の集会の内容に
ついて被上告人自身がその内容を協賛・後援していると誤解し、被
上告人が説明を行ってもその誤解が解けず、被上告人に抗議をした
り、被上告人に非協力的になったりして、被上告人の事務又は事
業に支障を生じさせるような市民を一般的市民として措定し、高度に
パターナリスティックな規制を行うことにつき、憲法 21 条が保障する
集会の自由に対する制約として正当化することは困難と思われる。
４　結語
　以上に述べたとおり、本件広場が公の施設に該当するとの私見に
よっても、本件広場に本件規則が適用されるとの多数意見の理解を
前提としても、原判決は破棄を免れない。そして、国家賠償法上の
違法性及び損害額等について更に審理を尽くさせるため、本件を原
審に差し戻すのが相当である。
（裁判長裁判官　長嶺安政　裁判官　宇賀克也　裁判官　林
道晴　裁判官　渡邉惠理子　裁判官　今崎幸彦）

【53】

【54】

【55】

　本件のように、行政が管理する場所での表現活動は、憲法学上の議論と行政法学上
の議論が交錯する問題を孕む。行政法学においては、行政主体が公の目的のために管
理する有体物を「公物」と呼んできた。講学上、公物は、利用目的によって、公衆の用
に供される公共用物（道路、河川、公園など）と官公署の用に供される公用物（県庁・市役

所等の建物・敷地）に分類される。このうち、公共用物については、自由使用（許可を要しない使用）が基本であり、使用の許可制は
例外として位置づけられてきた。この原則は、実定法上は、地自法 244 条などに反映されており、同条の「公の施設」は、公園や
市民会館など、地方公共団体が管理する公共用物とほぼ対応する（塩野宏『行政法Ⅲ［第 5版］』（有斐閣、2021 年）248 頁）。「公
の施設」に該当する施設については、設置管理に関する事項は、条例によって定めなければならない（本判決宇賀反対意見【33】参
照）。また、住民が本来的使用目的のために使用を求めた場合、原則利用拒絶はできず、利用に関して差別的取扱いも禁止され
ている。これに対して、公用物である公庁舎は、地自法 244 条の「公の施設」に該当しないとされ、法律や条例の根拠なく、行政
主体の庁舎管理権に基づき庁舎を管理するための庁舎管理規則を定めることができるとされている（本件規則も庁舎管理権に基づき制定
されている。本判決【12】参照）。住民による庁舎の利用については、「公の施設」に適用される規律は及ばず、基本的には、目的
外使用として地自法 238 条の 4 項・7 項に基づき、管理者の裁量のもと限定された利用が認められるにすぎない。このように「公の

前提となる公物理論補足説明①

⓲　【52】と【53】では、憲法上の検討を行っている。宇賀裁判官は、仮に本件規則が
本件広場における集会に係る行為に対して適用されるとしても、当該適用は、憲法 21
条 1 項に違反すると結論づけている。これは多数意見の【15】と【16】に対する批判として
位置づけることができる。宇賀裁判官は、本件広場を、パブリック・フォーラムとして位
置づけたうえで、本件不許可処分を当該集会の内容に対する事前抑制として位置づけ
た。そして、そのような不許可の審査基準としては、①やむにやまれぬ利益が認められ、

②当該利益を達成するための手段が目的達成のために合理的に限定されていることが
被上告人により立証されなければならないとするいわゆる厳格な基準を提示する（【53】）。
さらに、宇賀裁判官は、多数意見が【13】で示したような目的の正当性にも疑問を投げ
かけており、そもそも市からの説明にもかかわらず抗議を続ける人を一般的市民として措
定することの問題点を指摘している。



9Appendix 2　金沢市庁舎前広場事件

　呉市教研集会事件［人権編 44 事件］も本件も、公共施設の目的外使用が問題と
なったという点において共通性を有する。しかし、判決内容は両事件で大きく異なる。呉
市教研集会事件では、最高裁は、使用不許可処分の適法性を検討する一方、憲
法論には一切触れることがなかった。他方で、本件では、最高裁において使用不許

可処分の適法性それ自体は検討の対象とはされず、本件規則の憲法適合性が正面から扱われた。この違いは、いかなる事情によっ
て生じたといえるだろうか。この違いは、一見すると本件広場の性格等の事情に基づくもののように見えるものの、基本的には、訴訟の
経緯や手続法上の事情によって生じたものである。本件において、控訴審で敗訴した原告は、本件規定は違憲である等として上告
するとともに、原告の集会は本件規定にいう「示威行為」に該当せず、処分は違法であったと主張して上告受理申立てを行ってい
た（判批① 264 頁参照）。上告受理申立てを受理するか否かは最高裁の裁量であるところ、本件において最高裁は受理しない旨の決
定を行った（最決令 5・1・31 令和 3 年（受）第 2005 号）。つまり、最高裁は、本件規定の「示威行為」該当性は前提としたうえで、
本判決では、上告理由である本件規定に関する憲法論のみ判断したといえる。そのため、本判決では、本件規則の合憲性に関す
る憲法判断はあるが、処分の適法性に関する記述はない。他方で、呉市教研集会事件では、市側が控訴審で処分の違法性を
認定されて敗訴していた。市側が最高裁で争う場合、処分の前提となった法律や規則等が違憲であると主張して上告することはない
から、処分を違法としたのは誤りであったと主張する上告受理申立てが基本となる。最高裁は、上告を受理はしたものの、原審と同
様に処分の違法性は肯定し、事件は終了した。呉市教研集会事件の上告審では、そもそも憲法論が審理の対象とはなっておらず、
また、判決の結論を導くうえでも必要でなかったといえる。呉市教研集会事件の最高裁判決における憲法論の不在を根拠に、公共
施設の目的外使用拒否は憲法上の権利侵害とはならないと捉える見解もあるが、当該判決からそこまで読み取ることは困難だろう。む
しろ、本判決は、【12】から【14】において、本件広場にとどまらず、庁舎等一般における示威行為の禁止を、それが集会の自由
の制限であることを前提に、その憲法適合性を論じている。そのことから、集会の自由の「制限」に該当するか否かに関しては、結
局場所の違いや目的外使用か否かといった事情は決定的な事由とはなっていないことになる。すなわち、庁舎建物であれ、庁舎の
敷地であれ、庁舎前広場であれ、そこでの集会に係る行為を禁止することは憲法上の権利の制限に該当しうることになる。場所の性
質上の違いは、三段階審査の枠組みに照らせば、「制限」の有無ではなく、正当化の場面での審査基準の程度に関わることになろ
う（もっとも、本判決は、本件規定の本件広場への適用の憲法適合性「のみ」を論じればよかったのに、なぜ、わざわざ事案解決と直接関係ない庁
舎等一般での示威行為規制の憲法適合性まで論じたのかは一つの謎である）。なお、呉市教研集会事件では、妨害活動のおそれを具体的
に検討し、結論としておそれがあるとの判断の合理性を否定しているのに対し、本判決では、抽象的次元の検討のみで支障の存在
が肯定されている。両者は矛盾するようにもみえる。具体的な規律がない中での行政処分の裁量の合理性を検討する際には、個別
具体的な事情に踏み込んで判断することが求められるのに対し、本件規定のように具体的な規定が存在し、その規定の憲法適合性
を判断する場合には、当該規定の合理性を抽象的に検討することができるということかもしれない。しかし、そのような具体的な規定が
民主的に定められた法律や条例であればともかく、本件規則は庁舎管理権に基づき行政庁限りで定められたものであり、行政処分と
実質的な性格の違いはあまりない。むしろ、施設の代替性や規制態様に基づく権利侵害の程度の違いが、支障の具体性の違いに
影響を与えた可能性がある。すなわち、呉市教研集会事件の場合には、教研集会にとって代替困難な学校の利用が問題となり、ま
た、集会それ自体が否定された事案であったことから、天秤の片側に載る権利侵害の程度が大きく、もう一方の片側に載る公益が大
きい必要性があり、それに応じた支障の具体性が求められた。他方、庁舎建物や庁舎前広場が代替困難な集会場となることはあま
り考えられず、実際、本件事案の護憲集会、他の施設でも開催が可能であり、さらに規制態様も集会の態様の規制であったことか
ら、そこまで大きな公益は求められず、抽象的な支障でも足りるとされたのかもしれない（判解①121 頁参照）。もっとも、政治・行政活
動の中心である公官庁付近の広場は、まさに歴史的に政治を動かしてきた集会の現場となってきたものであるから、政治的言論につ
いては唯一無二な空間であるといえ、安易にその代替性を認めたり、そこでの示威行為を禁止したりすることは疑問がある（文献③ 182
‐183 頁も参照）。

呉市教研集会事件との
共通点と相違点補足説明②

施設」に該当するか、「庁舎」に該当するかは、法的取扱いに大きな差異をもたらすものであるが、本件は、その境界に位置するも
のであった。つまり、庁舎に隣接する敷地という点で、「公の施設」の典型である純然たる公園のようなものでもないし、「庁舎」の典
型である庁舎建物そのものにも属するものでもなかった。この微妙さが、多数意見と少数意見を分けており、多数意見は「庁舎」の
一部として捉えているが、宇賀反対意見は、「公の施設」として捉えている。もっとも、本判決において重要なことは、庁舎管理権の
対象となる庁舎における庁舎管理権に基づく規制を、憲法上の権利に対する制限として捉え、さらに庁舎管理権によって定められた
規則の合理性を実質的に審査していることであろう。庁舎管理権に基づく規則の制定が法律の根拠を要しないとされた背景には、私
人はそもそも他人の財物上（ここでは庁舎上）では権利を有さないとの理解を前提に、庁舎上での行為規制は、私人の権利を侵害す
るものではないという理解があったように思われる（文献①238 頁も参照）。また、類似の発想は、住居侵入罪に関する判例にも現れて
おり、最高裁は、防衛庁立川宿舎ビラ投函事件［人権編 38 事件］において、「思想を外部に発表するための手段であっても、その
手段が他人の権利を不当に害するようなものは許されない」との命題を示し、防衛庁が管理する宿舎への立入を禁止した管理者の
判断の合理性については一切検討しなかった。本判決も、「集会に係る行為であっても、他人の権利を不当に害するようなものは許
されない」としたうえで、端的に、本件広場での示威行為は「管理権者の意思」に反するものであり許されないとする論証もありえたと
ころである。それに対し、本判決は、庁舎管理権に基づき定められた規則の憲法適合性について、立法権に基づき定められる法律
や条例と変わらない判断をした。本判決を踏まえると、少なくとも本件と同様に「住民等により利用されることが想定される場所」では、
防衛庁立川宿舎ビラ投函事件の命題のような考え方の射程が及ばない可能性がある。ただ、そのように庁舎管理権の行使が憲法
上の権利の侵害になりうるとすると、庁舎管理規則を、法律や条例を要することなく定めることができることの論拠が改めて問題となろう。
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①事実関係の確認
問１　本件規則は、本件規則の適用対象となる「庁舎等」を
どのように定義づけているか。▶【事案】、【3】

問２　本件規則の5条 2号、3号、12号、14号は、それ
ぞれ庁舎等においてどのような行為をしてはならないとし
ているか。▶【参考条文】、【4】

問３　本件規則5条1号から7号までに掲げられた行為をし
ようとする者はどのような手続を経て、これらの行為を行う
ことができるか。▶【事案】、【参考条文】、【4】

問４　本件広場は、どのような場所に、どのような状況で存在
しているか。▶【事案】、【6】

問５　本件広場ではこれまでどのような集会が開催されてき
たか。上告人守る会は、いつ、どのような目的、態様の集
会を開催したか。▶【事案】、【7】

問６　上告人守る会は、いつ、どのような目的の集会を開催す
ることを予定していたか。金沢市長は、どのような理由によ
り上告人守る会の集会許可申請に対して不許可処分にし
たか。▶【事案】、【8】

問7　上告人守る会は、どのような訴訟を誰に対して提起し
たか。▶【事案】、【1】

②判決の内容の確認
問8　本判決は、本件規則5条14号と本件規定（5条12
号）の関係をどう解したうえで、本件規定の規制対象をど
う解釈しているか。▶【9】

問9　本判決は、本件規則における「管理上の支障」をどの
ようなものと解釈しているか。▶【9】

問10　本判決は、本件で検討すべき憲法上の論点をどのよ
うに整理しているか。そこで論点の対象となっているのはい
かなる行為に対する規制か。▶【10】

問11　本判決は、集会の自由をどのようなものとしているか。
集会の自由に対する制限が必要かつ合理的なものとして
是認されるかはいかに決定されるべきであるとしているか。
この基準は、どの判例で用いられてきたものか。▶【11】

問12　本判決がいう普通地方公共団体の庁舎には何が含
まれるか。本判決は、庁舎は何を踏まえて維持管理される
べきであるとしているか。▶【12】

問13　本判決は、庁舎における示威行為は、いかなる経路
により、いかなる支障を生じさせるとしているか。本判決
は、本件規定の目的についてどう評価しているか。▶【13】

問14　本判決は、支障を生じさせないようにするための他の
手段についてどのような評価をしているか。本件規定によっ
て禁止される行為はどのようなものだとしているか。集会の
自由に対する制限の程度についていかなる理由によりどう
評価しているか。▶【14】

問15　本判決は、本件規定の「本件広場における集会に係
る行為」に対する適用の憲法適合性について何と結論づ
けているか。本判決は、本件広場についてどのように管理
されているとしているか。本判決は、種 の々集会等が開催
されているなどの実情は本件広場の性格にどのような影響
を与えるとしているか。▶【15】【16】

問16　本判決は、泉佐野市民会館事件［人権編43事件］と
本件との関係について何と述べているか。▶【18】

③応用問題
問17　本件規則5条 4号は、庁舎等において、ちらしを配
布する行為を禁止している。Aは、許可を受けることなく、
金沢市庁舎の建物内のロビーと本件広場で、ちらしを配布
したところ、市の管理者から退去を命じられた（仮想事例）。
それでもAは退去を拒否したうえで、ビラを配り続け、不
退去罪（刑法 130 条後段）で逮捕・起訴された。Aは、裁
判でどのような憲法上の主張をするか、それに対して、検
察官は、どのような判例を引用し、反論するか。そして、裁
判所はどのような憲法上の判断を行うか。それらの内容は、
庁舎の建物内のロビーと本件広場で変わるか。また、刑事
事件ではなく、ちらし配布の許可を申請したところ、その申
請が不許可となったため、その不許可処分を争うという場
合はどうなるか。▶補足説明①

問18　平成25年司法試験論文式試験公法系科目第1問
（憲法）では、C教授のゼミ生が学内で「格差問題と憲法」
をテーマにした講演会の開催を計画したところ、県立大学
から教室の使用不許可処分を受け、その憲法適合性が問
題となった。公表された「出題の趣旨」では、「大学の教
室は公衆に『開かれた』場所ではないし、学生も当然に教
室を使用する権利があるわけではない。しかし、その場合
でも、学問や表現・集会の意義を踏まえつつ、Ｃゼミの使
用申請に対する不許可処分の平等原則違反を問うことは
できる。」と記載されていた。この「出題の趣旨」の記述は、
本判決以後においてもなお妥当するだろうか。▶補足説明①

関連判例
最大判昭和 28年 12月23日民集 7巻 13 号 1561 頁［皇居外苑使用不許可事件］［人権編 40 事件］
最大判平成 4年 7月1日民集 46 巻 5号 437 頁［成田新法事件］［人権編 59 事件］
最判平成 7年 3月7日民集 49 巻 3号 687 頁［泉佐野市民会館使用不許可事件］［人権編 43事件］
最判平成 18年 2月7日民集 60 巻 2号 401 頁［呉市教研集会事件］［人権編 44 事件］
最判令和 4年 2月15日民集 76 巻 2号 190 頁［大阪市ヘイトスピーチ条例事件］（判例①）
本判決の調査官解説
佐藤政達「判解」ジュリスト1591 号（2023 年）115 頁（今後、『法曹時報』『最高裁判所判例解説』等においてさらに詳細な解説が掲載
されることが予想される）（判解①）
その他の判例解説・判例批評
神橋一彦「判批」行政法研究 49号（2023 年）259 頁（判批①）
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田代滉貴「判批」有斐閣ONLINE（ID：L2305002）
岡野誠樹「判批」法学セミナー 823 号（2023 年）112 頁
矢島聖也「判批」判例秘書ジャーナルHJ100184
参考文献
原龍之助『公物営造物法［新版再版（増補）］』（有斐閣、1982 年）（文献①）
首藤重幸「公物訴訟判決後の条例等の改正の法的検討」早稲田法学 94 巻 4号（2019 年）297 頁（文献②）
檜垣宏太「公物上での集会の自由の憲法的保護の現段階：金沢市庁舎前広場事件最高裁判決（最 3判令和 5年 2月21日）を素材と
して」広島法学 47巻 1号（2023 年）34 頁（文献③）

（木下昌彦）


